
 貸  借  対  照  表 

2019年 3月 31日現在

科          目 金        額 科          目

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

円 円

1,762,989,437 1,232,372,716

246,683,536 165,430,777

954,708,261 242,932,173

405,029,242 492,385,228

17,097,391 574,380

75,556,408 31,344,642

12,979,510 142,027,516

36,105,393 157,678,000

16,692,830

-1,863,134

683,109,198 577,722,266

236,766,624 534,286,316

56,582,839 1,435,950

21,743,154 42,000,000

34,566,462

7,409,304 負      債      合      計 1,810,094,982

114,603,425 純　資　産　 の 　部

0 純　資　産　 の 　部

1,861,440

0 636,003,653

55,134,613 100,000,000

10,024,735   300,000,000

45,109,878   236,003,653

391,207,961   4,800,000

100,000   231,203,653

1,079,000

18,473,566   

339,159,841 純  資  産      合      計 636,003,653

32,395,554

資      産      合      計 2,446,098,635 負債および純資産合計 2,446,098,635

出 資 金

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

リ ー ス 資 産

固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

前 払 費 用

有 形 固 定 資 産

土 地

ﾘ ｰ ｽ 債 務 - 短 期

貯 蔵 品

売 掛 金

金        額

流 動 負 債流 動 資 産

そ の 他 の 投 資 等

退 職 給 付 引 当 金

電 話 加 入 権

工 具 ・ 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

建 物

長 期 繰 延 税 金 資 産

差 入 敷 金 ･ 保 証 金

構 築 物

建 設 仮 勘 定

車 両 運 搬 具

機 械 装 置

繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 金

現 金 ・ 預 金 買 掛 金

未 払 費 用

CMS 預 け 金 未 払 金

商 品

固 定 負 債

貸 倒 引 当 金 - 短 期

預 り 保 証 金

そ の 他 の 流 動 資 産

未 払 消 費 税 等

未 収 法 人 税 等

資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

ﾘ ｰ ｽ 債 務 - 長 期

預 り 金

株 主 資 本

賞 与 引 当 金

利 益 剰 余 金

 
 

 

 

 

 



 

 個 別 注 記 表  

 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記  

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

 ①その他有価証券（市場価格のないもの）の評価は、総平均法による原価法によっております。 

         

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法         

 ①棚卸資産の評価は、最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に 

より算定）によっております。         

 

（３）固定資産の減価償却の方法          

 ①有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法は、定額法によっております。   

 ②無形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法は、定額法によっております。   

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

を採用しております。  

 ③リース資産"(所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産)"    

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。  

         

（４）引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

     懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金は、従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込み 

 額に基づき計上しております。        

   

（５）消費税等の会計処理 税抜方式によっております。     

     

２.当期純損益 

    当期純利益  93,714,819 円 

 

 


